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申告書の記載について 

 

１．「償却資産申告書（償却資産課税台帳）」（黒色） 

欄 記載のしかた 留意事項 

※ 

所有者コード 自社様式等を使用の場合は、申告書の所有者コード

欄又は封筒の宛名シール最下段に印字されている番

号を記載してください。 

電子申告や自社様式を使用の

場合、忘れずに記載してくださ

い。 

１ 

住所 

（又は納税通

知書送達先） 

 住所及び電話番号を正確に記載し、ふりがなを付し

てください。また、ビル等に入居している場合は、ビ

ルの名称、階数及び部屋番号を記載してください。 

 前年申告時以降に、住所変更をされた場合には、「備

考」欄に変更年月日及び旧住所を記載ください。 

所有者の住所は、主たる事務所

等の所在地を記載することにな

りますが、それ以外の事務所等で

固定資産税に関する事務を行っ

ていれば、当該事務所等の所在地

を納税通知書送付先の住所欄に

記載してください。 

２  

氏名 

（法人にあっ

てはその名称

及び代表者の

氏名） 

氏名を記載し、ふりがなを付し押印してください。 

 なお、所有者が法人の場合は、その名称及び代表者

の氏名を記載し、社印及び代表者印を押印してくださ

い。屋号があれば記載してください。 

 前年申告時以降に、合併等により社名変更をされた

場合には新社名を記載し「備考」欄に変更年月日及び

旧社名を記載ください。 

前年度に資産を所有していた

が、①合併等により資産が無くな

った場合、②廃業により資産がな

くなった場合についても申告が

必要となります。 

３  

個人番号又は

法人番号 

 個人番号（マイナンバー）又は法人番号を左詰めで

記載してください。 

※個人番号は 12桁、法人番号は 13桁 

個人所有者は申告書提出の際に番号確認及び本人

確認が必要となります。 

・市役所窓口に提出する場合、マイナンバーカードま

たは通知カードと身分証明書を提示くださるよう

お願いいたします。 

・郵送で提出する場合、マイナンバーカードまたは通

知カードと身分証明書の写しを同封くださるよう

お願いいたします。（マイナンバーカードは両面コ

ピーしてください。） 

マイナンバーカードとは、本人

がお住まいの市区町村に交付を

申請し通知カードと引き換えに

交付を受ける顔写真入りのカー

ドです。 

通知カードとは、個人番号（マ

イナンバー）を通知するためにお

住まいの市区町村から送付され

るカードです。 

４ 

事業種目 

（資本金等の

額） 

 事業の種目を具体的に記載してください。 

（例：自動車販売業、不動産貸付業等） 

 また、法人にあっては資本金又は出資金等の金額も

記載してください。 

 2 以上の事業を行う場合には、

主たる事業種目を記載してくだ

さい。 

５ 
事業開始年月  個人の場合は事業を開始した年月、法人の場合は当

該法人の設立年月を記載してください。 

 

６ 

この申告に応

答する者の係

及び氏名 

 この申告について応答される方の係名、氏名及び電

話番号を記載してください。 

 

７ 
税理士等の 

氏名 

 経理を委託している税理士等の氏名及び電話番号

を記載してください。 

 

８ 

短縮耐用年数

の承認 

法人税法施行令第 57 条第 1 項又は所得税法施行令

第 130 条第 1 項の規定により、国税局長の承認を受

け、耐用年数の短縮を行っている資産の有無につい

て、該当する方を○で囲んでください。 

「有」に該当する場合は、「承認通

知書」の写しを添付してくださ

い。 
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９ 

増加償却の 

届出 

法人税法施行令第 60 条又は所得税法施行令第 133

条第 1 項の規定により、税務署長に増加償却の届出

を行っている資産の有無について、該当する方を○

で囲んでください。 

 

 

10 

非課税 

該当資産 

非課税に該当する資産の有無について、該当する方

を○で囲んでください。 

 なお、非課税に該当する資産の価格等は、この申告

に含めないでください。 

非課税に該当する資産について

は、事務の都合上、別途書類を提

出していただく場合があります。 

11 
課税標準の 

特例 

 課税標準の特例に該当する資産の有無について、該

当する方を○で囲んでください。 

  

12 

特別償却又は

圧縮記帳 

 租税特別措置法の規定による特別償却及び法人税

法第 42条から第 50条まで及び第 142条の規定又は所

得税法第 42 条から第 44 条まで及び第 165 条、第 58

条の規定による圧縮記帳の有無について、該当する方

を○で囲んでください。 

 償却資産の評価においては、特

別償却及び圧縮記帳は認められ

ておりません。 

13 
税務会計上の

償却方法 

 税務会計上の償却方法について、該当する方を○で

囲んでください。 

 

14 
青色申告  法人税法又は所得税法の規定による青色申告の有

無について、該当する方を○で囲んでください。 

 

15 

市内における 

事業所等資産 

の所在地 

申告先の同一市における事業所等資産の所在地を

記載してください。また、2 以上の事業所等資産の所

在地がある場合は、それぞれの所在地名を記載し、そ

の主たる番号を○で囲んでください。 

事業所等の資産の所在地が1か

所だけで、その所在地が「1 住所

（又は納税通知書送付先）」と同

一の場合は、本欄の記載の必要は

ありません。 

16 

借用資産 

（有・無） 

 借用資産の有無について、該当する方を○で囲んで

ください。なお、借用資産がある場合には貸主の名称

等を記載してください。 

 

17 
事業所用家屋 

の所有区分 

事業所用家屋の所有区分について、該当する方を○

で囲んでください。 

借用資産がある場合は、貸主の名

称等も記載してください。 

18 

備考 

（添付書類等） 

 次のような事項を記載してください。 

①前年中に資産の異動がなかった場合や該当資産が

ない場合及び廃業・解散・転出・住所変更・社名変

更等があった場合にその旨を記載してください。 

②「短縮耐用年数承認書の写」、「増加償却の届出書の

写」等添付した書類の名称 

③非課税に該当する資産を所有している場合は、その

適用条項 

④償却資産が災害その他の事故により著しく損傷し

たこと、その他これに類する特別の事由がありか

つ、その価額が著しく低下した場合には、その価額

の低下の程度 

⑤その他、この申告に必要な事項及び償却資産の評価

について参考となるべき事項（「特例該当資産あり」

など） 
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２．「種類別明細書（増加資産・全資産用）」（緑色） 

欄 記載のしかた 留意事項 

令和  年度  申告の年度を記載してください。  

所有者コード  申告書の所有者コード欄又は封筒の宛名シール最下段に

印字されている番号を記載してください。 

 

所有者名  氏名又は名称を記載してください。 ページ数も記載してくださ

い。 

（例：3枚のうち 1 枚目） 

資産の種類 1 構築物、2機械及び装置、3 船舶、4 航空機、5車両及び

運搬具、6工具、器具及び備品 の資産の種類に対応する 1

から 6までの数字を記載してください。 

 

資産番号 記載する必要はありません。  

資産の名称等 資産の名称及び規格等を記載してください。  

数量 取得した資産の数量を記載してください。  

取得年月 

（年号、年、月） 

資産を実際に取得した年月を記載してください。 

年号は次の区分により数字で記載してください。 

「3 昭和」「4 平成」「5 令和」 

 

 

取得価額 記載のしかた 留意事項 

前年前に 

取得したもの（イ） 

前年前に取得した資産の取得価額の合計額を資産の種類

別に記載してください。 

（イ）の額は前年度の申

告書の（ニ）の欄の額と一

致します。 

前年中に 

減少したもの（ロ） 

前年中に減少した資産の取得価額の合計額を資産の種類

別に記載してください。 

（ロ）の欄の合計額は「種

類別明細書（減少資産用）」

の取得価額の合計額と一致

します。 

前年中に 

取得したもの（ハ） 

前年中に取得した資産の取得価額の合計額を資産の種類

別に記載してください。 

（ハ）の欄の合計額は「種

類別明細書（増加資産用）」

の取得価額の合計額と一致

します。 

計 

((イ)－(ロ)+(ハ)) 

＝(ニ) 

 （（イ）前年前に取得したもの－（ロ)前年中に減少したも

の＋（ハ)前年中に取得したもの）によって算出した、取得

価額の合計額を資産の種類別に記載してください。 

 

評価額（ホ）  評価額の合計額を資産の種類別に記載してください。 全資産申告の場合は、「種

類別明細書（全資産用）」の

「価額」の合計額と一致し

ます。 

決定価格（へ）  記載の必要はありません。ただし、電算処理により全資

産申告を行う場合は記載してください。 

 

課税標準額（ト）  記載の必要はありません。ただし、電算処理により全資

産申告を行う場合は記載してください。 

全資産申告の場合は、「種

類別明細書（全資産用）」の

「課税標準額」の合計の欄

と一致します。 
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取得価額 

 

 当該資産の取得価額（引取運賃、荷役費、運送保険料、購

入手数料、関税、据付費その他当該償却資産を事業の用に

供するために直接要した費用を含む。）を記載してくださ

い。 

圧縮記帳については償却

資産の評価上認められてお

りません。 

当該圧縮額を含めた圧縮

前の取得価額を記載してく

ださい。 

耐用年数 

 

 減価償却資産の耐用年数等に関する省令別表第 1、別表

第 2、別表第 5 及び別表第 6 に掲げる耐用年数を記載して

ください。 

短縮耐用年数を適用して

いる場合は、「耐用年数の短

縮承認通知書」の写しを添

付してください。 

減価残存率  耐用年数に応ずる減価残存率を記載してください。  

価額  次の算出によって計算した償却資産の価額を記載してく

ださい。 

①前年中に取得した資産 取得価額×○Ａ 

②前年前に取得した資産 前年度評価額×○Ｂ 

③前年前に取得した資産で新たに課税される資産 

取得価額×○Ａ×○Ｂn－１ 

（注）1.○Ａ及び○Ｂは、耐用年数に応ずる○Ａ欄及び○Ｂ欄の減

価残存率となります。 

2.n は、当該償却資産を取得した年から前年までの

経過年数となります。（評価額を求める年度－取得年

次） 

増加償却が適用される場

合は、通常の控除額にこれ

らの償却を行ったことによ

る控除額を加算して価額を

算出してください。 

該当がある場合は資料を

添付してください。 

課税標準の特例 

（率・コード） 

記載する必要はありません。ただし、電算処理により全

資産申告を行う場合は、次の例のように記載してください。

（例）1/12の特例→112  2/3 の特例→203 

 

課税標準額 記載する必要はありません。ただし、電算処理により全

資産申告を行う場合は、個別の資産にかかる決定価格（償

却資産申告書の「決定価格（へ）」欄の額に算入されている

額）を記載してください。 

なお、課税標準の特例の適用を受ける資産については、

当該決定価格に特例率を乗じて得た額を記載してくださ

い。 

 課税標準の特例の適用を

受ける資産がある場合は、

当該種類別明細書の摘要欄

に該当条項を記載してくだ

さい。 

増加事由 資産が増加したことについて、該当する増加事由の番号

を○で囲んでください。 

特例適用等がある場合

は、「摘要」も確認してくだ

さい。 

摘要  次のような事項を記載してください。 

①課税標準の特例がある資産について、その適用条項（例：

地方税法第 349 条の 3 第 1項） 

②地方税法第 342 条第 3 項の規定の適用がある資産につい

ては、その旨の表示と売主の名称等 

③耐用年数の変更があった場合にはその旨の表示 

④短縮耐用年数を適用している資産についてはその旨の表

示 

⑤増加償却を行っている資産についてはその旨の表示 

⑥東日本大震災代替資産特例適用申告の資産については、

「代替」の表示 

当該資産の価額の決定に

あたって必要な事項を記載

してください。 
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３．「種類別明細書（減少資産用）」（赤色） 

欄 記載のしかた 留意事項 

令和  年度  申告の年度を記載してください。  

所有者コード 申告書の所有者コード欄又は封筒の宛名シール最下段に

印字されている番号を記載してください。 

ページ数も記載してくださ

い。 

（例：3枚のうち 1 枚目） 

所有者名 氏名又は名称を記載してください。  

資産の種類 1 構築物、2 機械及び装置、3 船舶、4航空機、5車両及び

運搬具、6 工具、器具及び備品 の資産の種類に対応する 1

から 6までの数字を記載してください。 

 

資産番号 

（抹消コード） 

 別添の種類別明細書に記載してある番号を記載してくだ

さい。 

 

資産の名称等  前年中に減少した資産の名称等を記載してください。  

数量  前年中に減少した資産の数量を記載してください。  

取得年月 

（年号、年、月） 

前年中に減少した資産の取得年月を記載してください。 

年号は次の区分により数字で記載してください。 

「3 昭和」「4 平成」「5 令和」 

 

取得価額  前年中に減少した資産の取得価額を記載してください。 

なお、資産の一部が減少した場合は、当該資産の減少し

た部分に対応する取得価額を記載してください。 

資産の一部が減少した場

合は、当該資産の減少後の

取得価額を「修正」として

「種類別明細書（増加資産・

全資産用）」にも併せて記載

してください。 

耐用年数  当該資産の耐用年数を記載してください。  

申告年度  当該資産について、最初の申告年度を記載してください。  

減少の事由及び 

区分 

 当該資産が減少した事由とその区分について、該当する

ものの番号をそれぞれ○で囲んでください。 

下欄も参照してください。 

摘要 ①当該資産が減少した事由について、その事由に応じた、

売却先の名称等、滅失の事由等、受け入れ先等を記載し

てください。 

②減少の区分が「2一部」に該当する場合には、次の例のよ

うに記載してください。 

（例）当初取得価額 50万円（数量 5）のうち 20万円（数

量 2）分減少 

③その他当該資産が減少したことについて必要な事項を適

宜記載してください。 

 減少の区分が「2一部」に

該当する場合には、減少後

の数値（数量、取得価額等）

を「修正」として「種類別

明細書（増加資産・全資産

用）」にも併せて記載してく

ださい。  

 


